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序章 問題関心と研究目的  
 

























                                                   
1障害名と病名については、引用文献に基づく。また、「障害」の表記を「障がい」「障碍」と
する文献も多くみられるが、本論では「『障害』を個人の属性ではなく、社会の障壁としてと



























































いる (高橋  2004)3。これらの役割を忠実に果たし、ケアを続けることによって、
                                                   
2 この調査は、自閉症、注意欠陥 /多動性障害、学習障害の《発達障害群》 (N=293)と、その
他の診断名の《その他群》 (N=216)が対象であるが、《発達障害群》と《その他群》では養育
者の困っている内容に違いはあったが、養育者のニーズの内容や時期は大きく変わらなかっ
たという (堺市・大阪大学  2008:3,19)。  
3同様の指摘としては、「訓練を施す母親」「介助する母親」（土屋 2002：158-177）、「『愛情豊
かにケアする存在』という自らの役割を把握し、それが子どもの自立と対立することに気づ

























                                                   
4 これらの指摘は春日 (2001)、土屋 (2002)、中根 (2006)でされている。  
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第２節 研究目的と意義  













をまとめる (第 1 章、第 2 章 )。  
第二に、実証研究によって、障害のある子どもの養育者の主観的ニーズを把握
し、主観的ニーズに影響を与える要因を分析する(第 3 章～第 6 章)。 
第三に、実証研究の分析結果に考察を加え、それと理論的検討にもとづき、現
在の障害児福祉制度の過渡期における障害児の家族に対する支援策と実践への示
唆を得る(第 7 章、終章)。 
 




















































































































































































































































































                                                   




























⑨経 済 的 安全 、 ⑩ 教 育、 ⑪ 安 全な 出 産 計 画と 子 育 てで あ る (Doyal＆ Gough 






























































































































































の経験を質的に分析する研究(Read 2000、Sloper & Turner 1992、 Sloper 1999、






                                                   
8 上野は「当事者」を顕在化された「ニーズの帰属する主体」とする。上野の指す「当事者」























Nicholas(2003)は、イギリスの Carers and Disabled Children Act(2000)に基





































































表 1-2 生活状況の調査に用いられる諸指標 











































































介 護 者 の 主












































































レベルのストレスに関する Lazarus らの理論にもとづくことが多い。Lazarus ら
によると、「心理的ストレスとは、人間と環境との間の特定な関係であり、その関
係とは、その人の原動力(resources)に負担をかけたり、資源を超えたり、幸福を
脅かしたりすると評価されるものである」(Lazarus ＆ Folkman=1991：22)。 

















伊藤(1986)は、小椋・西・稲浪(1980)の QRS(Questionnaire on Resources and 
Stress)日本語版と新美・植村(1980)、植村・新美(1984)の尺度から、知的障害者
の家族に適用可能なものを選出し、類似項目の整理、表現の検討を行ったうえで、
17 下位尺度 56 項目の測定尺度を作成している。 
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１ .この子の育て方  2.この子の家庭内の問題行動  3.この子の家庭外の問題行
動 4.この子の発達についての現状把握  5.夫婦の育児方針  6.この子と母親と
のかかわり  7.普通児との比較  8.将来への不安  9.家庭生活  10.夫婦の調和  
11.母親自身の健康 12.母親自身の不安・悩み 13.母親自身の自由の制限  14.
しんせき関係 15.仲間・友人関係  16.近隣・地域社会でのひけめ  17.近隣・地
域社会の理解 18.近隣・地域社会での子どもの交遊関係  19.行政機関 20.治療
機関 21.きょうだいの養育への制限  22.この子とのきょうだい関係上の問題点  

































1.地域社会との間に生じるストレス (A 近隣・地域社会の理解、 B 近隣地域社会で
のひけめ、C 訓練・相談機関、D 行政機関、E 地域環境、F 医療機関) 
2.親自身の問題(G 精神的苦悩、 H 悲観主義、I 自立性、J 自発性、K 過保護、L 将
来への不安、M 社会的孤立) 
3.家族の問題(N 家族への負担、O 家族の和合の欠如) 










られたのは、Questionnaire on Resources and Stress(以下、QRS。Holroyd 1988)
と Parenting Stress Index(以下、PSI。Abidin=200611)である(表 2-2)。 
QRS は障害児・者や慢性疾患の家族を対象とした心的態度の尺度であり、親の
問題、家族の問題、子どもの問題の 3 部門、15 尺度 206 項目からなる。稲波・小
椋・Rodgers ほか(1994)は、日本語版の因子分析に基づき、11 尺度 55 項目の簡易
版を作成している。 
一方、PSI は育児ストレスの尺度であり、Abidin の原版は＜子どもの側面＞47





KGPSI は野澤(1989)によって作成された PSI 関西学院日本語版であり、通過率
の高い項目、意味内容が重なるもの、日本的な言い回しでないものを中心に修正
を加えており、＜親領域＞4 因子、＜子領域＞4 因子の計 8 因子、94 項目である。 
QRS は、稲波・西・稲浪(1980)が自閉症児、精神薄弱児、肢体不自由児、盲児




である kGPSI 85 項目は、藤井(1994)が 1 歳半健診受診者と保育所 0 歳児クラスの
親を対象に使用し、刀根(2002)は発達障害児の母親を対象に、藤井(1994)が KGPSI
                                                   




簡略版から抽出した 62 項目を使用している。 
また、田中(1996)は、QRS 日本語版(稲浪・西・小椋 1980)から「子どもに関す
るストレス」と「夫婦関係・母親自身の悩み不満」の 2 因子 10 項目を使った調査
を行っている。 
 
表 2-2 海外で作成されたストレス尺度の日本語版 
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表 2-3 育児負担感指標 
尺度 項目数 下位尺度 
育児負担感指標 
(中嶋・齋藤・岡田 1999a) 
















かし、well-being と負担感 burden の違いについては、いくつかの議論がある








客 観 的 ・ 主 観 的 側 面 か ら 測 定 し た 研 究 も 見 ら れ る が (George 1994, 
Stuckey,Neondorfer & Smyth 1996)、障害児者家族研究においては、前述の４つ
の構成要素すべてを測定することはなく、表 2-4 のように心理的・情緒的側面に
限定するもの(Hong,Seltzer & Krauss 2001, Abbeduto,Seltzer, Shattuck, et al. 
2004 、 King,King, Rosenbaum, et al.1999)と社会関係や経済面を除くもの






表 2-4 障害児者の家族の well-being を測定した研究 







Ryff(1989) の positive psychological 
functioning scale から２つのサブスケー
ル (the purpose in life(人生の目標 )と























































きることで well-being が増進すると操作的に定義した尺度として、Caregiver 
Well-Being Scale (Tebb 1995)がある(表 2-5)。この尺度は、ストレングス視点
にたち、basic needs(基本的ニーズ)22 項目と activities of living(日常活動)23
                                                   
12 Center for Epidemiological Studies Depression Scale(CES-D)は、うつ症状の評価手段と
してよく使用されるスケールのひとつである。日本の高齢者への適用を検討したものに、矢
冨 ,Liang,Krause,ほか (1993)などがある。  
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ニューから作られた (Rubio,Berg-Weger& Tebb 1999 、 Berg-Weger,Rubio& Tebb 
2000a)。Weick＆Freeman(1983)のヘルスメニュー 14は、栄養、運動、技術の増進、
リラックスすること、個人の成長、ソーシャルサポートからなる(Tebb 1995)。
Berg-Weger, Rubio & Tebb(2000a)は、この二つの下位尺度が充足されることが、
介護者の well-being につながると考える。 
Tebb(1995)は、このスケールの信頼性、一貫性、基準妥当性、構成概念妥当性






                                                   
13 Maslow のニーズ階層は、①生理的ニーズ (食物、水、空気 )、②安全のニーズ (暴力による
苦痛と身体的損傷の除去 )、③所属と愛情のニーズ (人との密接な接触の際の安心感 )、④尊重
のニーズ (集団における地位と受け入れ先があること )、⑤自己実現のニーズ (可能性と能力の
表出 )、⑥認知的理解へのニーズ (自分と外の世界の理解 )であり、①から順に満たされないと












































































ビス (Farmer, Marien,Clark,et al. 2004,Silver&Stein 2001)や、在宅支援サー
ビス(山脇・村嶋 1999) に限定されているものから、在宅ケアサービスに情報や
交流、カウンセリングを加えたもの(Perrin,Lewkowicz&Young 2000)、生活全般に
わたる多くのサービスを測定しているもの(Haveman, Berkum, Reijnders,et al. 
1997)、サポートニーズや家族関係の変数を加えたもの(Bailey&Simeonsson(1988)
の Family Needs Survey(FNS))、専門職種を中心に提示したもの(Sloper&Turner 
1992)もみられる。McGrew,Giliman & Johnson(1992)は、家族ニーズ 15の領域で一




Taylor, Mangan,et al. (2003)が指摘するとおり、ニーズ尺度に含めるべき項目
についてのコンセンサスがないことがわかる。 
つぎに、測定されている多くのサービスが障害児者に対するサービスであり、
養育者や家族に対する支援を含めているものは、Haveman, Berkum, Reijnders & 








                                                   
15 McGrew,Giliman & Johnson(1992)は、熱望 (aspiration)の対象、欲求 (want)、個人的計画
(personal project)、願望 (desire)、ゴール、目的 (aims)などを、「ニード」の同義語とみなし
ている。  
16家族ニーズの 17 カテゴリーとは、①食物 /衣服、②身体的 /家、③経済、④職業 /雇用、⑤医
療 /歯科 /健康、⑥交通 /コミュニケーション、⑦家族内のソーシャルネットワーク、⑧家族外
のソーシャルネットワーク、⑨文化 /社会、⑩レクリエーション /余暇、⑪情緒的 /精神的健康、
⑫宗教 /霊的、⑬子どもの世話、⑭子どもの教育 /介入、⑮成人教育、⑯法、⑰将来の計画
(McGrew,Giliman & Johnson1992)である。  
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が送られてきた 220 人を対象とした郵送質問紙調査を行った(有効回答数 152 人。

























































































































































①Needs for Information②needs for support③explaining for
others ④ community services ⑤ financial needs ⑥ family
functioning⑦needs for rehabilitation









ニ ー ズ 尺 度 」 広 瀬 ら
(2003a,2003b)
未充足 心臓病の子どもを












































従属変数 文献 従属変数 文献
サービス利用 Smith(1997) FNS Bailey, Blasco and Simeonsson (1992)






Bailey, Correa, Arcia, et al.(1999) FNS Farmer, Marien, Clark, et al.(2004)
well-being(悲観的) Abbeduto,Seltzer, Shattuck, et al.
(2004)
治療的サービス利用 Benedict(2006)
未充足ニーズ Sloper&Turner (1992) ニーズ測定尺度―34(FNS) 種子田・東野・新田ほか(2003)
子どものメンタルヘルスケア
ニーズの未充足


























financial needs Bailey, Blasco and Simeonsson(1992) FNS Farmer, Marien, Clark, et al.(2004)
子ども・家族のメンタルヘル
スケアニーズの未充足
Ganz and Tendulkar(2006) 支援的サービスの利用 Benedict(2006)
サービス利用 Smith(1997)
歯科以外のサービスの未利用 Pruchno&McMullen(2004)






Benedict(2006) Caregiver well-being scale Berg-Weger, Rubio　and Tebb(2000c)
FNS Bailey, Correa, Arcia, et al.(1999)
well-being(悲観的) Abbeduto,Seltzer, Shattuck, et al.
(2004)
就労(介護者) Caregiver well-being scale Berg-Weger, Rubio　and Tebb(2000c)







Caregiver well-being scale Berg-Weger, Rubio　and Tebb(2000b)
健康(抑うつを介
して)

















FNS Farmer, Marien, Clark, et al.(2004)
抑うつ Caregiver well-being scale Berg-Weger, Rubio and Tebb
(2000a、2000b、2000c)
対処行動 未充足ニーズ Sloper&Turner (1992)








Farmer, Marien, Clark, et al. (2004) 未充足ニーズ Sloper&Turner (1992)




































のケアニーズが下がる(Bailey, Correa, Arcia, et al. 1999)、サービス利用は
若いほうが多く(Benedict(2006)は治療的サービスのみ、Smith 1997)、レクリエ
ーションサービス利用は年齢が高いほうが多い(Pruchno ＆ McMullen 2004)。ま
た、障害の程度や内容、ADL、問題行動、障害児者の健康状態、医療的なケア必要
度についても、関連があるという研究が多いものの、問題行動ゆえにサービス利
用をあきらめる傾向 (Floyd & Gallagher 1997) や、困難さが多いほうが情報ニ
ーズの未充足が多くなるとの指摘もある(Perrin,Lewkowicz & Young 2000)。同じ
尺度(FNS とその日本での改変版)を用いていても、異なる結果が出ている(Bailey 
& Simeonsson 1988, Bailey, Correa, Arcia, et al. 1999、種子田・東野・新田
ほか 2003 ほか)ことが興味深い。 
つぎに、養育者・介護者に関する変数では、社会経済階層の影響でも関連がみ
られないもの (Benedict 2006、Farmer, Marien, Clark, et al. 2004) もあり、
関連がある場合は経済階層が低いとサービス利用が多い(Smith 1997)一方で、家
族の支払い能力がサービスの未充足に影響を与える(Pruchno & McMullen 2004)、 
保険未加入が子どもと家族双方のメンタルヘルスサービスニーズの未充足につな
がる(Ganz & Tendulker 2006)などの結果もみられる。また、養育者・介護者の年
齢との関連があるとされたものをみると、母親の年齢が若いほうがニーズ総得点
が高く(岡田 2004)、サービス利用も多い(Haveman,Berkum,Rijnders,et al. 1997)。
両親の教育レベルは高いほうがサービス利用も未充足も増えるが (Benedict 
2006)、悲観的にもなる(Abbeduto,Seltzer,Shattuck, et al. 2004)。 
さらに、養育者・介護者の負担感・困難感・ストレスとニーズとの間に関連が
あることは、各研究が指摘している(Pruchno & McMullen 2004、Smith 1997、山
脇・村嶋 1998、Berg-Weger, Rubio & Tebb 2000b など)。一方で、負担感は必要
なサポートやサービスにアクセスする力を失わせる(Farmer, Marien, Clark, et 
al. 2004)との指摘もある。また、緊張感と介護者の身体的な健康は、抑うつ症状
(CES-D)を 介 し て 、 基 本 的 ニ ー ズ と 日 常 活 動 を 未 充 足 に す る 傾 向 が あ る











も大きい。Sloper & Turner (1992)は、サポートがストレスの緩衝材であること
から、サポートが多いとニーズは少なくなると予測したが、ニーズとサポートの
関連はなく、他の要素が影響を与えている可能性を示唆した。同様に Bailey, 
Correa, Arcia, et al.(1999)においても、受領したサポートと報告されたニーズ
は関連がなかった。その一方、ソーシャルサポートネットワークと情緒的サポー
トが増えると、心理的 well-being が増進する(Hong,Selter ＆ Klauss 2001)、ソ
ーシャルサポートが多いと、情報ニーズと効果的な家族関係のニーズが少なくな
る(Farmer, Marien, Clark, et al. 2004)と、関連がみられた研究でもその効果
は異なる。ソーシャルサポートと同様に、コーピングもストレスの緩衝効果があ
るとされているが、楽観主義的対処をとることで、サービスを求めない傾向もみ
られた(Sloper & Turner 1992)。 
これらの結果の違いは、調査対象者の違いや設定されたニーズあるいはサービ
                                                   
17 ソーシャルサポートは「援助 (aid)、感情 (affect)、肯定 (affirmation)を主要な要素として












ービスあるいはニーズ因子ごとに、関連要因が異なる(Perrin,Lewkowicz & Young 
2000、Pruchno & McMullen 2004、呉・岡田・朴ほか 2006)のは、当然の結果とも
いえよう。本論でも、異なるニーズには異なる要因が関連する可能性があること











































































































































べきと考え、これを測定する。第 2 章で検討したように、well-being は身体的、
精神的、経済的、社会的側面から測定されることが多いが、今回は回答者の負担
を考え、調査項目を絞る必要があったため、養育者・介護者の基本的ニーズを中


















































ーズと養育者の生活ニーズが形成されるのかを明らかにする(第 6 章)。 
以上のような調査方法論上の戦略を含めた実証研究の概要を図 3-1 にまとめた。 
 























































                                                   
18 「し体不自由児施設の通園児童に対する療育について」厚生省発児第 123 号(昭和 38 年 6


























































































活動(activities of living)の二つの下位尺度からなる。 
養育者の生活ニーズには、Caregiver Well-Being Scale Short Version (Tebb, 
Berg-Weger & Rubio 1999)を用いる。Tebb(1995)が開発したオリジナルの尺度は、





































































































































いて、「全介助(1 点)」、「一部介助(2 点)」、「ほぼ自立(3 点)」の 3 件法で、
または「全介助(1 点)」、「全介助だが協力動作がある(2 点)」、「一部介助(3
点)」、「ほぼ自立(4 点)」の 4 件法で、移動については「自分では動けない(1
点)」、「寝返りなどで移動できる(2 点)」、「伝い歩きなどで移動できる(3 点)」、





あった(1 点)」、「月に数回以上はあった(2 点)」、「ほとんどなかった(3 点)」、
介助が必要な身体の緊張について「緊張が強く、常に介助が必要(1 点)」、「緊





点)から「まったく健康でない」(6 点)の 6 件法を分析の際に反転)、世帯の経済
階層(通園施設利用料や補装具等の補助を基準とした階層で、「補装具の補助がな
い年収概ね 1200 万円以上」、「食事提供加算 22はないが、補装具の補助が受けら
れる年収概ね 890 万円～1200 万円まで」、「食事提供加算がある年収概ね 890 万











                                                   
22 「食事提供加算」は給食費の軽減がある場合に加算されるもので、食事提供加算がある世





調査時の子どもの平均年齢は 3.85 歳であり、3 歳以上が 82.3％を占める。男女
はほぼ同数で、男女の平均年齢に有意差はない(t 値-.311、有意確率.756、表 3-3)。 
また、身体障害者手帳 1・2 級と療育手帳 A 相当の二つの手帳をもつ重症心身障
害相当の子どもが 47.4％をしめる。一方、両方の手帳をもっていない子どもも













いずれも 30％をしめ(表 3-11)、常に介助が必要な身体の緊張がある児は 12.4％
(表 3-12)、てんかん発作がある児も半数をしめる(表 3-13)。健康上の問題の合計
得点をみると、これらの健康上の問題がない子どもが 22.6％いるが、8 割弱の子









女 男 年齢％ 
0 歳 0 1 1 0.2% 
1 歳 8 12 20 4.8% 
2 歳 27 25 52 12.6% 
3 歳 47 44 91 21.9% 
4 歳 50 55 105 25.4% 
5 歳 46 46 92 22.2% 
6 歳 23 30 53 12.8% 
 合計 201 213 414  










    療育手帳 








無 28 26 29 83(22.5％) 
1 級 48 141 15 204(55.3％) 
2 級 14 34 7 55(14.9％) 
3 級 3 11 2 16(4.3％) 
4～6 級 3 4 4 11(3.0％) 





















 平均 0.573 










 食事介助 排泄介助 
全介助 291(70.3％) 365(88.8％) 
一部介助 91(22.0％) 38(9.2％) 
ほぼ自立 32(7.7％) 8(1.9％) 
合計 414(100％) 411(100％) 
 N(医療的ケアが必要な 
106名のうちの割合) 






定期導尿 6 (5.7％) 
人工肛門 3 (2.8％) 
医療ケア必要度 N(％) 
なし 299 (73.8％) 
1種 36  (8.9％) 
2種 34  (8.4％) 
3種 22  (5.4％) 
4種 9  (2.2％) 
5種 4  (1.0％) 





















 N 最小 最大 平均 標準偏差 
日常生活上の介助必要度合計得点 401 4 14 11.85 2.4 
 
図 3-3 日常生活上の介助必要度合計得点 
 
0.5% 


































 睡眠の問題 不機嫌興奮 
毎日のようにあった 48(11.6％) 24(5.8％) 
月に数回以上あった 81(19.5％) 101(24.4％) 
ほとんどなかった 286(68.9％) 289(69.8％) 







表 ３-13 てんかん発作の有無 
あり 214(51.6％) 
なし 201(48.4％) 
合計 415 (100％) 
表３-14 子どもの健康上の問題合計得点 
 N 最小 最大 平均 標準偏差 
























回答者の属性が不明なものを除いた養育者 410 名のうち、401 名(97.8％)が母
親であり、圧倒的な数を占めた。母親の平均年齢は 35.7 歳(標準偏差 4.78)、父







ったく健康でない」の合計も 24.8％ある(表 3-18)。 
経済状況では、食事提供加算のない所得の比較的高い家庭が 20.1％ある一方、
非課税世帯が 12.1％をしめる(表 3-19)。 
表３-15 養育者の年齢と子どもとの関係 
 父 母 祖母 N(％) 
21～25 歳 0 11 0 11(2.7%) 
26～30 歳 1 43 0 44(10.7%) 
31～35 歳 1 130 0 131(31.9%) 
36～40 歳 4 159 0 163(40.0%) 
41～45 歳 1 52 0 53(12.9%) 
46～50 歳 0 6 0 6(1.5%) 
60 歳以上 0 0 2 2(0.5%) 






 N    (％) 
有 51(12.3％) 
無 364(87.7％) 





 N   (％) 
有 220 (53.7%) 
無 190 (46.3%) 
合計 410(100.0%) 
表３-18 養育者の主観的健康度 
 N   (％) 
健康 54(13.2％) 







 N  (％) 
補装具の補助なし(年収概ね 1200 万円以上) 16 ( 3.9%) 
食事提供加算なし(年収概ね 890～1200 万円) 59 (16.2%) 
20 年 7 月から食事提供加算Ⅰ(年収概ね 600～890 万円) 84 (23.1%) 
以前から食事提供加算Ⅰ(年収概ね 350～600 万円まで) 150 (41.2%) 
食事提供加算Ⅱ(非課税世帯) 44 (12.1%) 
その他 11  (3.0%) 






























子どもの年齢 4.03 3.71 5.417 .020 
養育者の主観的健康度 2.95 2.63 7.024 .008 
医療的ケア必要度合計得点 .7486 .4336 7.874 .005 




























第１節 作業仮説  








るが、どちらも同じ 5 因子構造となると予測する。 
養育者の生活ニーズは、Tebb(1995)が操作化したとおり、基本的ニーズ (basic 
needs)と日常活動 (activities of living)の二つの下位尺度から構成されると予測
する。 
 
第２節 分析方法  













充足度については「十分得られている (1 点 )」、「ほぼ得られている (2 点 )」、
「あまり得られていない (3 点 )」、「まったく得られていない (4 点 )」の 4 件法で
回答を求め、因子ごとの合計得点を算出する際に反転させた。また、重要度につ
いては、「とても重要 (1 点 )」、「重要 (2 点 )」、「あまり重要でない (3 点 )」、






Well-Being Scale Short Version(Tebb,Berg-Weger & Rubio 1999)を用いる。活
動 (activities；オリジナルの尺度の日常活動 (activities of living)にあたる )8 項目
と、ニーズ (needs；オリジナルの尺度の基本的ニーズ (basic needs)にあたる ) 8







かった (1 点 )」、「たまにできた (2 点 )」、「ときどきできた (3 点 )」、「しばし
ばできた (4 点 )」、「いつもできた (5 点 )」の 5 件法で測定する。  
なお、本研究では、調査票のスペースの関係で、活動 (activities)の項目とニー






















 因子数の決定は、固有値 1 以上のカイザー・ガットマン基準を用いる。カイザ
ー・ガットマン基準は因子数を過大に見積もる傾向があると指摘されているため
(市川  2010:83)、スクリー・テストによる固有値の減少幅も参考にする。また、





Mplus5.1、AMOS16.0 を使用 )。Mplus5.1 による確証的因子分析では、推定法は
WLSMV とした。また、確証的因子分析で十分な適合を示さない場合は、標準化



















析のために開発されたさまざまな適合度指標を用いることが考えられる (市川   
2010:92)。実際、Mplus では、「WLMS ではカイ２乗値は、検定に使われるべき
ではない」という注釈が出る。そこで、Mplus5.1 を用いた探索的因子分析では、
RMSEA(Root Mean Square Error of Approximation)および RMR(Root Mean 
Square Residual；残差平方平均平方根 )を、確証的因子分析では、Mplus5.1、  
SPSS16.0 ともに、RMSEA と CFI(比較適合度指標 )を用いる。  
ちなみに、RMSEA は 0.05 以下であれば当てはまりが良い、0.08 以下であれ
ば妥当、0.10 以上ではモデルを採択すべきではない (大石・都竹 2009：197)と判
断される。RMR は観測データからのモデルの偏差と考えることができ、観測デ
ータをモデルが一致していれば０になり、値が小さいほど当てはまりがよいこと
を意味する (山本・小野寺  1999:39)。CFI は 0 から 1 までの値をとり、1.00 に近





第３節 分析結果  
第１項 障害のある子どもの養育者のサービスニーズ  




















「短期入所」37.1% などである。  
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1 治療、健康管理、手術などの医療 2.3% 10.4% 64.2% 23.1% 386 4.5% 14.5% 24.8% 56.1% 399
2 PT、OT、STなどの訓練や指導 2.3% 24.8% 57.8% 15.3% 400 0.2% 0.7% 12.7% 86.3% 408
3 訪問看護 62.1% 13.9% 14.5% 9.4% 330 32.7% 33.2% 21.2% 13.0% 392





63.2% 23.8% 10.6% 2.4% 378 7.4% 21.8% 39.1% 31.7% 404












63.3% 22.4% 10.1% 4.2% 357 14.2% 22.9% 26.2% 36.7% 401








9.9% 32.1% 47.4% 10.5% 392 1.2% 3.2% 25.2% 70.4% 409
13 施設利用料の軽減や医療費の補助 4.3% 26.3% 54.0% 15.4% 396 0.5% 1.2% 22.5% 75.8% 409
14 所得税や住民税などの控除 11.3% 33.2% 43.2% 12.3% 389 0.7% 2.9% 27.5% 68.8% 407








10.0% 38.9% 43.5% 7.7% 391 1.5% 2.2% 31.4% 64.9% 404
18 福祉サービス利用の相談 15.8% 48.8% 30.2% 5.2% 387 1.5% 4.5% 40.3% 53.7% 404
19 子育ての相談 12.1% 41.5% 40.5% 5.9% 388 1.7% 11.1% 48.0% 39.2% 406
20 経済的な相談 28.9% 44.6% 23.3% 3.2% 377 5.2% 28.0% 41.2% 25.6% 403
21 子ども同士が交流できる場や催し 9.6% 44.3% 37.7% 8.4% 395 0.5% 5.4% 38.6% 55.5% 407
  
(2) サービスニーズを重要とするもののうちの充足 (記述統計 ) 
 それぞれのサービスについて重要と判断したものを母数として、「得られている
















表 4-2 サービスニーズ 重要としたもののうちの充足度  
N
1 治療、健康管理、手術などの医療 4 1.3% 32 10.1% 204 64.6% 76 24.1% 316
2 PT、OT、STなどの訓練や指導 8 2.0% 98 24.9% 228 57.9% 60 15.2% 394
3 訪問看護 50 41.3% 23 19.0% 34 28.1% 14 11.6% 121





160 59.0% 72 26.6% 30 11.1% 9 3.3% 271












132 56.9% 65 28.0% 29 12.5% 6 2.6% 232








35 9.3% 120 31.8% 182 48.2% 41 10.9% 378
13 施設利用料の軽減や医療費の補助 17 4.4% 103 26.5% 209 53.7% 60 15.4% 389
14 所得税や住民税などの控除 39 10.4% 126 33.5% 163 43.4% 48 12.8% 376








37 9.8% 150 39.7% 162 42.9% 29 7.7% 378
18 福祉サービス利用の相談 52 14.3% 182 50.0% 112 30.8% 18 5.0% 364
19 子育ての相談 34 10.0% 145 42.7% 138 40.6% 23 6.8% 340
20 経済的な相談 59 23.3% 130 51.4% 55 21.7% 9 3.6% 253
























































2 PT、OT、STなどの訓練や指導 0.418 -0.099 0.085 0.042
16 同じような子どもをもつ親との交流や情報交換の場 0.559 -0.080 0.046 0.092
17 子どもの病気や治療法、医療機関利用などの医療相談 0.854 0.057 -0.131 -0.039
18 福祉サービス利用の相談 0.835 0.172 -0.078 -0.069
19 子育ての相談 0.826 0.034 0.006 -0.037
21 子ども同士が交流できる場や催し 0.458 -0.134 0.283 0.134
3 訪問看護 -0.047 0.643 0.005 -0.002




0.065 0.923 0.025 -0.050
10 居宅介護（ホームヘルプサービス） -0.056 0.733 0.084 0.008




0.047 0.367 0.509 -0.101
6 育児休業や子育て中の時間短縮勤務 -0.056 0.342 0.450 0.070
7 一時保育（保育所などでの一時的な預かりサービス） -0.041 0.157 0.858 -0.054
11 椅子やバギー、補聴器などの補装具や日常生活用具 0.070 0.226 -0.093 0.547
12 手当などの経済的な補助（現金の給付） -0.104 -0.074 0.111 0.862
13 施設利用料の軽減や医療費の補助 0.097 -0.233 0.086 0.711
14 所得税や住民税などの控除 0.020 -0.049 -0.041 0.727
15 おむつなど必要な物品の給付 -0.009 0.338 -0.358 0.555
因子相関行列 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
第1因子　リハ・相談・交流 1.000 0.093 0.361 0.463





(4) サービスニーズ充足度の構造（確証的因子分析）  
サービスニーズ充足度の４つの因子からなる一次因子モデルの適合性を、
Mplus5.1 を用い、確証的因子分析によって検証した (カテゴリカル変数扱い )。結







表 4-4 サービスニーズ充足度の確証的因子分析の因子相関行列  
 リハ・相談・交流 在宅ケア 子育て支援 所得保障 
リハ・相談・交流 1.000 0.194 0.340 0.473 
在宅ケア  1.000 0.671 0.075 
子育て支援   1.000 -0.043 



























































表 4-5 サービスニーズ充足度因子ごと合計得点分布  
サービスニーズ充足度  N 最小  最大  平均  標準偏差  
リハ・相談・交流ニーズ合計得点  375 7 24 15.2 3.2 
在宅ケアニーズ合計得点  309 4 16 6.5 2.8 
子育て支援ニーズ合計得点  322 4 15 6.4 2.5 
所得保障ニーズ合計得点  364 6 20 13.1 3.1 
 































1 治療、健康管理、手術などの医療 0.477 0.157 -0.163 0.086
3 訪問看護 0.852 -0.071 -0.034 -0.066
9
短期入所（障害児者施設での宿泊を伴う短
期間の利用） 0.807 -0.083 0.19 0.037
10 居宅介護（ホームヘルプサービス） 0.854 0.002 0.143 -0.079
4 保育所などの保育サービス -0.023 0.033 0.646 0.076
5
ファミリーサポートなど地域住民（個人・
グループ）による子どもの預かりサービス 0.327 0.175 0.56 -0.144
6 育児休業や子育て中の時間短縮勤務 0.136 -0.006 0.514 0.134
7
一時保育（保育所などでの一時的な預かり
サービス） 0.033 -0.012 0.914 -0.001
12 手当などの経済的な補助（現金の給付） 0.109 -0.043 0.046 0.859
13 施設利用料の軽減や医療費の補助 -0.105 0.069 -0.019 0.909
14 所得税や住民税などの控除 -0.092 0.067 -0.013 0.898
15 おむつなど必要な物品の給付 0.341 0.035 0.053 0.491
16
同じような子どもをもつ親との交流や情報
交換の場 0.155 0.547 -0.041 0.087
17
子どもの病気や治療法、医療機関利用など
の医療相談 0.089 0.788 -0.097 0.073
18 福祉サービス利用の相談 0.142 0.801 -0.07 0.016
19 子育ての相談 -0.254 0.932 0.206 -0.085
20 経済的な相談 -0.034 0.608 0.098 0.121
因子相関行列 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
第1因子　　　　在宅ケア 1.000 0.495 0.465 0.506























高いため、「所得保障」サービスニーズと命名した (以下、所得保障ニーズと表記 )。  
 
(7) サービスニーズ重要度の構造 (確証的因子分析 ) 
サービスニーズ重要度の４つの因子からなる一次因子モデルの適合性を、
Mplus5.1 を用い、確証的因子分析 (カテゴリカル変数扱い )によって検証した。結
果は図 4-3 のとおりである。このモデルの適合度は、CFI=0.941、RMSEA=0.082
であった。RMSEA の値が、モデルを妥当と判断できる 0.08 を超えている。 
図 4-3 サービスニーズ重要度確証的因子分析の結果１ 
(標準化係数；パスはいずれも 5％水準で有意)  
 相談・交流  
親の交流・情報交換  
.701* 
医療相談  .833* 
福祉サービス利用相談  .861* 
子育て相談  て 
.770* 
在宅  ケア 
医療  
.539* 
訪問看護  .701* 
子育  て 支援  
保育所  
.649* 








利用料軽減医療費補助  .861* 
税  の 控除  
.854* 





















図 4-3-2 サービスニーズ重要度確証的因子分析の結果２（改良モデル） 
   (標準化係数；パスはいずれも有意) 
 
表 4-7 サービスニーズ重要度(改良モデル）の因子相関行列  
 在宅ケア 相談・交流 子育て支援 所得保障 
在宅ケア 1.000 0.499 0.695 0.574 
相談・交流  1.000 0.586 0.672 
子育て支援   1.000 0.505 
所得保障    1.000 
 
 相談・交流  
親  の 交流・情報交換  
.698* 
医療相談  .828* 
福祉  サービス 利用相談  
.862* 
子育  て 相談  
.775* 













利用料軽減医療費補助  .862* 
税  の 控除  
.854* 





















表 4-8 サービスニーズ重要度因子ごと合計得点分布  
サービスニーズ重要度  N 最小  最大  平均  標準偏差  
在宅ケアニーズ合計得点  388 3 12 7.6 2.8 
相談・交流ニーズ合計得点  399 6 20 16.9 2.5 
子育て支援ニーズ合計得点  375 4 16 11.9 3.0 
所得保障ニーズ合計得点  406 4 16 14．6 2.0 
 















表  4-9 養育者の生活ニーズ（記述統計）  
1 料理、掃除、洗濯などの日常的
な家事をする 7 1.7% 30 7.4% 45 11.1% 150 36.9% 175 43.0% 407
2 食品の買い物をする 18 4.4% 48 11.7% 67 16.4% 140 34.2% 136 33.3% 409
3 家の環境を整える 136 33.3% 93 22.8% 71 17.4% 71 17.4% 37 9.1% 408
4 バランスのとれた食事をとる 28 6.9% 49 12.0% 81 19.9% 163 40.0% 87 21.3% 408
5 十分な睡眠をとる 76 18.5% 80 19.5% 82 20.0% 119 29.0% 53 12.9% 410
6 住まいに満足している 63 15.6% 65 16.1% 88 21.8% 95 23.5% 93 23.0% 404
7 地域の行事に参加する 227 55.9% 73 18.0% 48 11.8% 47 11.6% 11 2.7% 406
8 友達や家族と楽しむ時間をもつ 73 17.8% 118 28.8% 68 16.6% 116 28.3% 35 8.5% 410
9 あなた自身の楽しみがあるか、
自分のために過ごす 147 35.9% 117 28.6% 67 16.4% 60 14.7% 18
4.4% 409
10 あなたが必要なときに、受診す
る 149 36.5% 119 29.2% 56 13.7% 53 13.0% 31
7.6% 408
11 健康管理のプログラムを受ける
317 78.7% 37 9.2% 28 7.0% 11 2.7% 10 2.5% 403
12 愛情を表現する 25 6.1% 38 9.3% 81 19.8% 135 32.9% 131 32.0% 410
13 怒りや悲しみの感情を表現する 32 7.8% 68 16.7% 102 25.0% 116 28.4% 90 22.1% 408
14 自分自身に満足し、充足感があ
る
114 27.9% 77 18.9% 107 26.2% 87 21.3% 23 5.6% 408
15 将来の生活のために経済的な準
備をする 225 54.9% 69 16.8% 72 17.6% 34 8.3% 10
2.4% 410
16 あなたの将来の経済的基盤に安
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経済的準備  e8 
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食事  e9 
.69 
睡眠  e10 




愛情表現  e13 .44 
感情表現  e14 
.49 
充足感  e15 
.67 











の将来の経済的基盤に安心感がある」計 5 項目を除き、11 項目を分析の対象とし
た。  
1 回目の因子分析において、因子負荷量が 0.4 に満たなかった項目「住まいに
満足している」を除外し、再度因子分析を行った結果、3 因子構造を得た。回転
前の 3 因子 10 項目の全分散を説明する割合は 65.3%であった。  











バランスのとれた食事をとる .762 -.018 .009 
食品の買い物をする .690 -.095 .033 
家の環境を整える .680 .113 -.060 
十分な睡眠をとる .596 .107 .017 
あなた自身の楽しみ、自分のために過ごす  -.121 1.013 -.054 
友達や家族と楽しむ時間をもつ .125 .569 .137 
あなたが必要なときに受診する .138 .518 -.121 
愛情を表現する .019 -.148 .787 
怒りや悲しみの感情を表現する -.038 .032 .679 
自分自身に満足し、充足感がある  .054 .334 .416 
因子相関行列 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
Ⅰ食事・睡眠・家事 1.000 .607 .558 
Ⅱ養育者自身の健康・楽しみ  1.000 .558 
Ⅲ感情表現・充足感   1.000 








第 2 因子は 3 項目で構成され、養育者自身の楽しみや健康管理に関する項目が
含まれるため、「養育者自身の健康・楽しみニーズ」と命名した。  
第 3 因子は愛情、怒り、悲しみなどの感情表現と自分自身への充足感と言った
3 項目で構成されるため、「感情表現・充足感ニーズ」と命名した。  
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愛情表現  e8 .56 
感情表現  e9 .60 











表４ -11 養育者の生活ニーズの確証的因子モデル因子相関行列  






Ⅰ食事・睡眠・家事 1.00 .668 .645 
Ⅱ養育者自身の健康・楽しみ  1.00 .734  
Ⅲ感情表現・充足感   1.00 
 
(5) 養育者の生活ニーズ因子合計得点の分布と信頼性分析  
因子ごとの合計得点分布は表 4-12 および図 4-7 のとおりである。  
各因子の項目群の信頼性係数 (内的一貫性 )を確認したところ、第 1 因子α
=0.788、第 2 因子α=0.745、第 3 因子α=0.701 であり、おおむね十分な内的一
貫性があると判断した。  
表 4-12 養育者の生活ニーズ因子ごとの合計得点分布  
因子名  N 最小値  最大値  平均値  標準偏差  
食事・睡眠・家事ニーズ  404 4 20 12.8 3.9 
養育者自身の健康・楽しみニーズ  407 3 15 7.3 3.0 
感情表現・充足感ニーズ  407 3 15 9.7 2.9 
 














































第１節  先行研究  
質問紙調査で自由記述を用いた実証研究を検討する。  
第一に、FNS(Family Needs Survey)は 6 因子 35 項目からなるが、それととも
に自由回答で「家族としてのあなたのニーズを 5 つあげてください」と記載を求
め、218 のニーズが集約された。それを、①FNS と同じ、②FNS にないもの、③
FNS を明確化したもの、の３つに分類したところ、40％は FNS にないもので、
87 件の新しい問題が 39 の異なるニーズに反映された。たとえば、配偶者と過ご
す時間、来るべき手術のこと、仕事に出るときの罪の意識、宗教的な疑念、家族
や親戚内のストレス、彼らの子どもの将来の発達やスキルの程度であった (Bailey 










































最後に、櫻谷 (2005)は、保育園、幼稚園利用の母親と無作為抽出した 0～5 歳





































































































第１項 量的調査で測定したカテゴリー  











































図  ５ -2 養育者の生活ニーズに該当するカテゴリー  
 
第２項 サービスニーズ 5 下位概念にふくまれるもの  
 
































































































































































































































































                                                   
24 カーシートは車のチャイルドシートの障害者用のものである。平成 22 年度から補装具の
補助基準が変わり、「座位保持いす (車載用 )」として認められるようになった。ウォーカー (歩
行器 )も平成 22 年度から補助基準額が引き上げられている。  
109 
 















































表  ５ -6 養育者の生活ニーズに該当するニーズ  
概念的コード 分析的コード 記述的コード 
養育者の健康・ 
楽しみ 








第４項 量的調査で測定しなかったカテゴリー  
量的調査で測定しなかったカテゴリーも図 5-7 のとおり、数多く見出された。  




















































































(4) 家事育児の支援  
















(6) 地域  
≪地域≫に関する記載数は多くないので、「少数事例からの過度の一般化」 (佐
























































第２節 分析方法  
第１項  変数の操作化  










きかけの 2 種類がある。野口 (1991) や中川・根津・宍倉 (2007)は、情緒的サポー
ト 4 項目と手段的 (道具的 )サポート 4 項目の合計 8 項目の尺度を作成しているが、
いずれも情緒的サポートでは認知的側面への働きかけの項目がなく、手段的 (道具
的 )サポートでは情報提供の項目がない。そこで、情緒的サポートは情緒的側面を
野口 (1991)から 3 項目を選択し、認知的側面として助言の項目を加え 4 項目とし
た。手段的 (道具的 )サポートには、対象者が類似していることから中川・根津・
宍倉 (2007)を用いることが適当であると判断し、そのうちの 3 項目を選択したう





これらの 8 項目について、4 つの提供主体別に、十分提供されている場合を「○
(2 点 )」、まあまあ提供されている場合を「△ (1 点 )」、提供されていない場合 (対象
となる提供主体がいない場合を含む )を「×(0 点 )」で記載を求め、分析の際には





(2) ケア役割に関する認識  
「ケア役割に関する認識」は、中川・根津・宍倉 (2007)が作成した尺度で、ケ
ア役割担当者がどのような認識を抱いてケア役割に関与し、ケアを遂行している






短くするなど、文言を若干変更し、「とてもそう思う (1 点 )」「ややそう思う (2
点 )」「あまりそう思わない (3 点 )」「全くそう思わない (4 点 )」の 4 件法で回答を
求め、分析の際に反転させたうえで合計得点を算出した。  
 





たソフトは SPSS16.0 である。  
 



















回帰分析の統計解析には、SPSS16.0 および SPSS19 Categories Version3.0 を
用いる。  
 




第１項 ニーズの関連要因としてのケア役割に関する認識  


















表  ６ -1 ケア役割に関する認識（記述統計）  
































































まず、今回のデータで、中川・根津・宍倉 (2007)による 5 因子構造が本データ
に適合するかどうかを確証的因子分析 (WLSMV、カテゴリカル変数扱い )で確認し







（標準化係数 ,*p<0.05）  





















































（標準化係数 ,*p<0.05）  
図6-1-2 ケア役割に関する認識の確証的因子分析；改良モデル  
 
 表６ -2 ケア役割に関する認識 因子ごと合計得点分布  
 最小 最大 平均 標準偏差 
利得の認知     4 12 11.29 1.26 
役割担当の自己限定  3 12 7.96 2.13 
役割関与の最大化   4 8 7.1 1.05 




































第２項 ニーズの関連要因としてのソーシャルサポート  









表  ６ -3 ソーシャルサポート（記述統計）  
　提供主体
配偶者 246 62.80% 105 27.90% 41 10.50%
配偶者以外の家族 199 49.60% 136 34.20% 66 16.50%
友人・知人・近所の人 169 42.40% 160 40.70% 70 17.50%
専門家 171 43.10% 175 45.00% 51 12.80%
配偶者 236 60.70% 109 29.10% 44 11.30%
配偶者以外の家族 260 64.40% 112 27.90% 32 7.90%
友人・知人・近所の人 207 51.50% 137 34.50% 58 14.40%
専門家 186 46.90% 160 40.90% 51 12.80%
配偶者 205 52.60% 118 31.50% 67 17.20%
配偶者以外の家族 226 56.10% 133 33.20% 44 10.90%
友人・知人・近所の人 242 60.00% 103 25.90% 58 14.40%
専門家 177 44.60% 163 41.70% 57 14.40%
配偶者 160 40.90% 133 35.50% 98 25.10%
配偶者以外の家族 137 34.40% 159 40.30% 102 25.60%
友人・知人・近所の人 134 33.30% 154 38.90% 114 28.40%
専門家 249 62.40% 123 31.10% 27 6.80%
配偶者 260 66.20% 74 19.70% 59 15.00%
配偶者以外の家族 229 56.50% 68 17.00% 108 26.70%
友人・知人・近所の人 17 4.30% 40 10.30% 341 85.70%
専門家 70 17.80% 61 16.00% 263 66.80%
配偶者 121 30.70% 68 18.10% 205 52.00%
配偶者以外の家族 99 24.60% 60 15.20% 244 60.50%
友人・知人・近所の人 3 0.80% 6 1.50% 391 97.80%
専門家 13 3.30% 15 4.00% 367 92.90%
配偶者 304 77.00% 54 14.20% 37 9.40%
配偶者以外の家族 214 53.20% 80 20.20% 108 26.90%
友人・知人・近所の人 44 11.10% 58 15.00% 295 74.30%
専門家 9 2.30% 14 3.70% 371 94.20%
配偶者 105 27.10% 128 34.60% 155 39.90%
配偶者以外の家族 90 22.70% 127 32.50% 180 45.30%
友人・知人・近所の人 144 36.00% 131 33.40% 125 31.30%





































































































* p <.05  ** p <.01 *** p <.001
 











表６ -5 ソーシャルサポート提供主体別合計得点の分布  
 最小  最大  平均  標準偏差  
配偶者のサポート合計得点  0 16 10.34 4.47 
配偶者以外の家族のサポート合計得点  0 16 9.35 4.46 
友人・知人・近所の人のサポート合計得点  0 16 6.73 3.67 
専門家 (医師・療法士など )のサポート合計得点  0 16 7.60 3.17 
 
表  ６ -6 ソーシャルサポートの提供主体別信頼性分析  
サポート提供主体 Cronbach のα係数 
 配偶者サポート                 .881 
 配偶者以外の家族のサポート                      .864 
 友人・知人・近所の人サポート     .835 
 専門家(医師・療法士など)サポート  .780 
 




表 6-7 のとおりである。 
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子の年齢 .282*** .094 -.006 .085 -.005 .123* .014 .390*** -.052 .016 -.107*
医ケア必要
度 .310
*** .011 .055 .069 -.100 .076 -.114* .100 -.239*** -.078 -.173**
健康上の問
題 .323
*** .078 .096 .117* -.191*** .137* -.074 .084 -.321*** -.168** -.190***
ADL介助必要
度 .401




.090 .111* .037 .137** -.024 .082 -.020 -.008 -.121* -.088 -.056
きょうだい
の有無
.040 .015 -.082 .008 .039 .044 .053 -.010 -.084 -.097 -.048
主観的健康
度 -.154
** -.094 -.140** -.210*** .262*** -.065 -.019 .102 .374*** .275*** .337***
経済階層 -.095 -.175** -.112* -.238*** .059 .006 .040-.164*** .060 .062 .038
配偶者サ
ポート
-.077 -.108* -.195*** -.090 .205*** .028 .052 .082 .283*** .362*** .310***
親族サポー
ト -.147
** .019 -.064 -.047 .171** .028 .123* -.052 .219*** .276*** .278***
友人サポー
ト
.069 .082 .062 .051 .303*** .098 .080 .125* .286*** .327*** .303***
専門家サ
ポート
.086 -.003 .049 .003 .399*** .185** .198** .219*** .210*** .250*** .268***
利得認知 -.090 .014 .102* .028 .214*** -.013 .073 .012 .141** .120* .298***
役割担当の
自己限定
-.090 -.084 .042 .013 -.142** -.101 -.134* -.017 -.068 -.200*** -.155**
役割関与の
最大化
-.036 -.047 .140** .063 .001 -.073 -.047 -.020 -.040 -.092 .020
役割拘束 .129* .156** .263** .180*** -.160** .020 -.046 -.127* -.213***-.224*** -.317***



































































































リハ・相談・交流 .283*** .301*** .343*** 
在宅ケア .001 .060 .067 
子育て支援 .078 .125* .159** 











在宅ケア -.236*** -.115* -.188*** 
子育て支援 -.181** -.095 -.118* 
所得保障 -.211*** -.148** -.178*** 
相談・交流 -.192*** -.117* -.176*** 







































在宅ケア 子育て支援 所得保障 
(N＝239) (N＝249) (N＝273) 
 β β β β 
子どもの状態                  
子の年齢  0.021    0.083    -0.033    0.330  *** 
医療的ケア必要度  0.027    0.070    -0.105    0.079    
子どもの健康上の問題  -0.130  * 0.163    0.031    -0.094    
子どもの ADL 介助必要度  -0.031    0.026    -0.042    0.180  ** 
家族の状況                  
その他の要介護者の有無  0.010    0.009    0.001    0.007    
きょうだいの有無  0.013    0.018    0.081    0.059    
養育者の主観的健康度  0.172  *** 0.062    -0.155    0.197  *** 
世帯の経済階層  0.020    -0.151    0.116    -0.266  *** 
ソーシャルサポート                  
配偶者サポート 0.043    0.017    0.040    0.069    
配偶者以外の家族サポート  0.006    -0.058    0.069    -0.150  * 
友人・知人・近所の人サポート 0.137  * 0.124    -0.049    0.006    
専門家 (医師・療法士など)サポート 0.260  *** 0.207  ** 0.129    0.152  * 
ケア役割に関する認識                  
利得の認知  0.073    -0.069    0.045    -0.020    
役割担当の自己限定  -0.028    -0.102    -0.127    -0.036    
役割関与の最大化  -0.010    -0.060    -0.029    0.024    
役割拘束  -0.059    0.010    -0.005    -0.078    
Ｒ 0.503    0.411    0.293    0.554    
Ｒ² 0.253    0.169    0.086    0.307    
調整済みＲ² 0.199    0.097    0.015    0.249    
F 4.696  *** 2.348  ** 1.203    5.297  *** 




(2) サービスニーズ (重要度 )と関連要因（回帰分析の結果）  





























表６ -10 サービスニーズ (重要度 )と関連要因 (カテゴリカル回帰分析 ) 
 
在宅ケア 相談・交流  子育て支援  所得保障  
(N＝284) (N＝292) (N＝275) (N＝296) 
  β  β  β  β  
子どもの状態                
子の年齢  0.199  *** -0.076    0.101    0.053    
医療的ケア必要度  0.160  ** 0.031    -0.012    0.031    
子どもの健康上の問題  0.112    -0.021    0.051    -0.062    
子どもの ADL 介助必要度  0.246  *** 0.067    0.003    0.154  * 
家族の状況                  
その他の要介護者の有無  0.042    0.012    0.158  ** 0.093    
きょうだいの有無  0.054    0.020    0.003    0.038    
養育者の主観的健康度  -0.087    -0.100    0.105   0.017    
世帯の経済階層  -0.094    0.050    0.063    -0.209  * 
ソーシャルサポート                  
配偶者サポート 0.000    -0.135  * -0.115    -0.012    
配偶者以外の家族サポート  -0.063    -0.018    0.081    -0.057    
友人・知人・近所の人サポート 0.104    0.124    0.111    0.112    
専門家 (医師・療法士など)サポート 0.014    0.023    -0.146  * -0.074    
ケア役割に関する認識                  
利得の認知  -0.014    0.076    0.114    0.031    
役割担当の自己限定  -0.143  * -0.113    -0.120    -0.086    
役割関与の最大化  0.018    0.028   -0.074    0.040    
役割拘束  0.108  * 0.231  *** 0.242  *** 0.114    
Ｒ 0.577    0.340    0.386    0.344    
Ｒ² 0.333    0.115   0.149    0.118    
調整済みＲ² 0.280    0.057   0.093    0.061    









































 β  β  β  
子どもの状態              
医療的ケア必要度       -0.112 *  
子どもの健康上の問題  -0.238 ***  -0.045      
子どもの ADL 介助必要度       -0.092  
家族の状況              
きょうだいの有無  -0.130 * -0.197 ***   
養育者の主観的健康度  0.287 *** .151 **  0.119 * 
ソーシャルサポート              
配偶者のサポート  0.145 ** 0.215 *** 0.204 ***  
配偶者以外の家族のサポート    0.124 *    
友人・知人・近所の人のサポート  0.170 ** 0.187 **    
専門家 (医師・療法士など)サポート       0.178 **  
ケア役割に関する認識              
利得の認知        0.246 *** 
役割拘束      -0.161 ** 
Ｒ 0.542   0.483   0.567   
Ｒ² 0.294   0.233   0.322   
調整済みＲ² 0.282   0.217   0.306   
F 24.326 *** 14.843  *** 19.747 *** 
*p<.05,**p<.01,***ｐ<.001 





























































ニーズと養育者の生活ニーズについて、4 章と 5 章で示した記述統計、因子分析、
自由回答の分析の結果から考察する。  
 
第１項  サービスニーズ  








ーズ、子育て支援ニーズの 4 因子構造からなることがわかった。 
当初想定していた 5 因子構造との違いの第一は、｢障害福祉｣サービスニーズと
｢保健医療｣サービスニーズの 2 つの下位概念が、「保健医療」サービスと考えてい






























































要と考える人のうちの未充足は 8 割を超していた。  
在宅ケアニーズの重要度は、関連要因の分析結果からわかるように、子どもの





























育所入所希望  (4 歳重症心身障害児の母親、 3 歳重症心身障害児の母親など )のほ























(4) 所得保障ニーズ  
所得保障ニーズは、多くの養育者が重要と回答しており、補装具・日常生活用
具、手当などの経済的支援、利用料軽減や医療費補助、税控除、必要物品の給付
とも 7 割前後が「とても重要」としているが、充足しているのは、5～7 割弱であ
った。重要と判断したもののうちの充足度では、補装具・日常生活用具、施設利
用料の軽減や医療費の補助では、7 割前後が充足していた。その一方で、必要物




















44.2％、次いで「医療費の負担軽減」41.5％であった (厚生労働省  2008:62)。ま
た、『平成 17 年度少子化社会に関する国際意識調査』でも、育児を支援する施策
として重要なものの第一位が「児童手当など、手当の充実」67.5％であり、「扶養
控除など ,税制上の措置」47.0％、「教育費の支援 ,軽減」42.8％が第 3 位、第 4 位
























や、サービスへのアクセスの困難が指摘されている (Sloper 1999,Redmond & 






サポートの充実」 (善生  2005)、「子どものことについては早期療育システムも整
備され、障害についての知識や情報を得る場や、療育全般の相談を受ける機会は
充実してきているが、家族へのサポートは貧困であり、とくに母親への精神的な


























ニーズ、感情表現・充足感ニーズの 3 因子構造となることがわかった。  
食事・睡眠・家事ニーズには、日常活動の項目である「買い物」と「家の環境
を整える」の 2 項目と、基本的ニーズである「食事」と「睡眠」が混在したが、
前述のとおり、日常活動は基本的ニーズを充足するための活動である  (Rubio, 









のニーズ階層 (Maslow 1987:15-31) を参照すると、第一因子食事・睡眠・家事ニ
ーズは、Maslow の生理的ニーズに、第二因子の養育者自身の健康・楽しみニー
ズは Maslow の安全のニーズの一部と自己実現のニーズの一部に、第三因子の感








ま た 、 今 回 の 分 析 で は 、 経 済 的 な ニ ー ズ が 2 項 目 と も 削 除 さ れ た 。
Rubio,Berg-Weger and Tebb(1999)におけるオリジナルの尺度を用いた分析でも、











































生活とケア役割とのバランスをとろうと努力していることがうかがえる (中川  
2003,2005)。 
 











































代行業 (松尾・石川・二村ほか  1993) があげられ、とくに乳幼児期においては、














































































































































































第４節  小括  

















生 活 ニ ー ズ と し て 用 い た Caregiver Well-Being Scale Short 
Version(Tebb,Berg-Weger & Rubio 1999)は、Maslow(1987：15-37)のニーズ階
層を参照すると低い階層のニーズを中心としており、高齢者の介護者研究で規定















































































流・情報」サービスニーズの 5 因子構造となる。  


















































































































第３節 実践への示唆  

































































ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー を は じ め と し た 専 門 職 が ス ト レ ン グ ス 視 点 を も っ て







































解決策を探る重要性を指摘する (柏女  2009:10-11)。今回の調査でも、障害のある
子どもに自身のニーズを問うことは困難であり、養育者が子どものニーズを判定



































テ ム に 対 す る 抵 抗 感 や 施 設 プ ロ グ ラ ム へ の 懸 念 を 解 消 す る と も い わ れ る














第４項 養育者の健康維持と豊かな生活への支援  










Kittay は障害のある子どもの養育者のような、ケアを必要とする人 (依存者 )の














機会を増やし、社会参加の機会を増やすこと (須田・坂田  2006)、孤独感を感じな








第４節 研究の限界と今後の課題  
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